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　実演を送信可能化する権利（92条の 2第 1項）、但し、 1）実演家の許諾を得て録画されて
いる実演、 2）91条第 2項の実演で同項の録音物以外の物に録音され、又は録画されているも




























































































































 5 ）「エンターテインメントと法律／著作隣接権とは（知的財産権法研究会第 2回例会／ 2004年 6 月16日、













内藤篤、升本喜朗著、社団法人著作権情報センター、2007年 3 月15日、202頁～ 203頁、214頁～ 216頁、
























　私的録音録画補償金（30条第 2項、102条第 1項、104条の 2）
　入力型自動公衆送信による同時再送信に係わる補償金（102条第 7項）
④ 著作隣接権の制限（102条第 1項）
　第30条第 1項、第30条の 2から第32条まで、第35条、第36条、第37条第 3項、第37条の 2（第 1号を除く。




























 2 ）有線放送事業者は、23条第 1項に規定する権利を害することなく有線放送することができ
る著作物を、自己の有線放送（放送を受信して行うものを除く。）のために、自己の手段
により、一時的に録音し、又は録画することができる（44条第 2項）。



























































































































































　これに対して録音・録画についてまで許諾があれば、放送（92条第 2項 2 号イ）、録音・録
――――――――――――――――――
19）次に掲げる者は、第21条の複製を行ったものとみなす。
　　（第30条第 1項、第30条の 3、第31条第 1項第 1号若しくは第 3項後段、第33条の 2第 1 項若しくは
第 4項、第35条第 1項、第37条第 3項、第37条の 2本文（同条第 2号に係る場合にあっては、同号。
次項第 1号において同じ。）、第41条から第42条の 3まで、第42条の 4第 2 項、）第44条第 1項若しく





画（93条第 1項）、期間の関係ない保存（93条第 1項）、リピート放送（92条第 2項 2号イ、94
条第 1項）だけでなく、部分使用・放送（91条第 2項、92条第 2項ロ）、二次利用（91条第 2項、













の許諾がなくとも当初放送（92条第 2項 2 号イ）、一時的固定の録音・録画（44条第 1項、44
条第 3項、102条第 1項）、一時的固定の保存期間内のリピート放送（92条第 2項 2号イ）、録音、
録画物を譲渡により公衆に提供（95条の 2第 2項 1号）することが可能である。
　商業用レコード、CDが権利者である実演家の許諾を得て録音・録画されているので、これ
































































































用に大別されるが、 1）のジャンルとしては、 a）配給・上映、 b）ビデオグラム化、 c）テ
レビ放送、 d）インターネット、携帯電話等での配信、 e）航空機、船舶内、ホテルなどのク
ローズド・サーキット・テレビ放送、 f）海外販売等、 2）のジャンルとしては、 a）マーチャ




































































































































34）大阪地裁平成元年（ワ）第8207号（平成 5年 3 月23日判決）、日本ユニオン著作権センター判例全
文ホームページ（http://www.translan.com/jucc/precedent-1993-03-23.html）
35）東京地裁平13年（ワ）第6447 号（平15年 1 年20日判決）、判時1823 号146 頁、判タ1123 号263 頁、「月
刊パテント2004 ／ Vol.57 No.6」日本弁理士会、44頁～ 45頁（https://www.jpaa.or.jp/activity/publication/
patent/patent-library/patent-lib/200406/jpaapatent200406_037-046.pdf）、東京高裁平成15年（ネ）第1107号（平













































































て考えられるのは、91条、92条、92条の 2、95条の 2のそれぞれ第 2項、及び実演家の報酬を
――――――――――――――――――



























































　脚本や原作については、小説の原作については2011年 4 月 1 日から公益社団法人日本文藝家
協会48）の著作物使用料規定が決められ、脚本については協同組合日本シナリオ作家協会（シ
ナ協、Japan Writers Guild・JWG）49）と一般社団法人日本映画製作者連盟（映連）50）、協同組合日





48）2009年 4 月 1 日から社団法人から公益法人となる。1946年、作家、劇作家、評論家、随筆家、翻訳家、






51）ホームページは、（http://www.writersguild.or.jp/wgj/preface.html）。1966年 3 月 1 日に設立され、1974年



























































　国内の楽曲の場合は、社団法人日本音楽著作権協会（Japanese Society for Rights of Authors, 























































































































































ド製作23社は、一般社団法人日本レコード協会（日レ協、或いはレコ協、 Recording Industry 
Association of Japan・RIAJ）67）を結成し、日レ協は、文化庁長官が指定した団体として、CDレ










































合流させるかたちで、一般社団法人日本音楽事業者協会（音事協、Japan Association of Music 




















































































































































































































93）「著作物利用 円滑に、文化庁、一般から意見募集／知財推進計画受け」日本経済新聞、2015年 7 月27
日
94）「楽曲、放送で使い放題転機、JASRAC著作権契約、最高裁『参入妨げ』」日本経済新聞、2015年 4 月
29日、「JASRAC契約に最高裁『参入妨げ』、音楽著作権料新協定動く」日本経済新聞、2015年 5 月25
日
95）アスキー・メディアワークス、2008年 5 月12日
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映像、音楽ビジネス等の著作権及び権利処理
　コンテンツの利用促進とビジネスチャンスの拡大のため、裁定制度の要件を緩和して権利処
理の簡略化も進められるが、アメリカのフェアユースの規定の導入を主張する意見も存在し、
先に述べた権利制限の定義に柔軟性を持たせる規定を検討するという政府の考え方も、フェア
ユースが念頭にあるのではないかと思う。
　現行著作権法が施行されて40年以上が過ぎており、著作権法が規定する目的や、著作物の定
義も現代の感覚とは合わないところが出てきており、そろそろ著作権法全体を見直し、多くの
人が関わる著作物の権利関係の処理が、誰にでも理解できるように分かりやすい規定に整える
べきではないかと思う。
　その際、著作者、著作権者、著作隣接権者といった、利害関係者の利益も公平に扱われるよ
うに考慮するとともに、ビジネスを前提とする多数当事者が関わる著作物に関しては、許諾性
から限りなく補償・報酬請求権化の方向に進めるのがよいのではないかと思う。ただし、利害
関係者の有する人格権の扱いには十分考慮する必要もある。
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